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平成２０年度当初予算案の概要

一 総 括
(単位:千円、％)

区 分 平成20年度当初予算額 平成19年度6月現計予算額 (A)/(B)
(A) (B)

一 般 会 計 435,311,033 438,615,005 99.2

（主な歳入）

県 税 113,857,476 112,350,219 101.3

地方交付税 114,237,000 117,227,574 97.4

国庫支出金 59,069,121 60,698,187 97.3

県 債 66,631,000 64,100,000 103.9

21,878,000 17,975,000 121.7うち臨時財政対策債

二 主要事業

１ 「変える・やまなし」の実現

○ 土地開発公社経営再建事業費 10,845,000千円

経営健全化を図るため、米倉山造成地に係る債務処理に対し支援する。

1 ○経営再建支援補助金 2,200,000新

2 経営再建事業資金貸付金 8,645,000

貸付利率 無利子

貸付期間 1年以内

○ ○地方税滞納整理推進機構設置事業費 2,500千円新

納税者の税負担の公平性と税収の確保を図るため、県と市町村が連携した地方税滞納整理推

進機構を設置する。

２ 「力みなぎる・やまなし」の実現

○ ブランドチャレンジ支援事業費補助金 15,000千円

やまなしブランドの確立を図るため、地場中小企業者等が取り組む産地ブランドの形成、産

地のイメージアップ、販路開拓事業を支援する。

補 助 先 組合 企業グループ等

事業内容 海外における産地ブランドの形成、販路開拓等

補 助 率 県1/2 実施主体1/2

○ ○県産ワイン懇話会開催事業費 1,700千円新

本県のワイン産業についての意見交換や県産ワインの情報発信を通じ、ワイン産地やまなし

のブランドイメージの確立と販路開拓を図る。
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○ ○やまなしヌーボー推進事業費補助金 7,000千円新

11月3日を「やまなしヌーボー」解禁日とし、県産ワインをＰＲするとともに、ブランドイ

メージの確立と販路開拓を図る。

補 助 先 県ワイン酒造組合

事業内容 ヌーボーフェスティバルの開催 ワインキャンペーンの実施

補 助 率 県1/2 事業主体1/2

○ ○果樹王国やまなし輸出戦略事業費 13,300千円新

県産果実の販路拡大を図るため、海外市場への情報の受発信やプロモーション活動、生産出

荷体制の整備等を支援する。

事業内容 輸出促進センターの設置 海外トップセールス

検疫措置に対応する選果体制の整備支援等

○ 特定鳥獣適正管理費 65,966千円

保護管理計画に基づき、特定鳥獣の適正な管理を行う。

1 特定鳥獣適正管理事業費補助金 49,000

市町村が実施する管理捕獲事業に対し助成する。

捕獲対象 ニホンジカ イノシシ ニホンザル

補 助 率 県1/2 市町村1/2

2 生息数モニタリング調査費等 16,966

○ ○耕作放棄地再生活用促進総合対策事業費 125,700千円新

優良農地を確保し、農村景観の保全を図るため、耕作放棄地の解消に向けた取り組みを支援

する。

1 耕作放棄地再生活用促進事業費 25,700

事業内容 県指針の策定 市町村計画の策定等支援

2 耕作放棄地等再生整備支援事業費補助金 100,000

補 助 先 市町村 農協 土地改良区等

事業内容 ほ場、農道、市民農園等の整備

事 業 費 200,000

補 助 率 県1/2 事業主体1/2

○ ○やまなし農業ルネサンス総合支援事業費補助金 50,000千円新

担い手が育つ高収益な農業の実現と魅力ある活力に満ちた農村の創造に向けて、施設整備等

に対し助成する。

補 助 先 市町村 農協 営農集団等

事業内容 小規模直売施設 特産品生産施設 農畜産物加工施設等

事 業 費 100,000

補 助 率 県1/2 事業主体1/2
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○ 果樹団地化促進支援事業費 21,360千円

果樹産地における生産性の向上を図るため、ほ場の団地化を促進する。

1 果樹団地化推進事業費 360

事業内容 ワークショップの開催

2 ○果樹団地化促進支援事業費補助金 21,000新

補 助 先 市町村 土地改良区等

事業内容 果樹の伐採、育成等

補 助 率 県1/2 事業主体1/2

○ ○宝石美術専門学校整備事業費 29,400千円新

宝石美術専門学校を甲府市紅梅地区に移転整備する。

事業内容 基本・実施設計

○ ○技術系人材確保・育成対策プロジェクト事業費 19,000千円新

本県経済を活性化するため、県内企業の技術系人材の確保と育成を支援する。

Ⅰ 県内における技術系人材の確保対策

1 やまなし・しごと・プラザ設置事業費 3,300

設置場所 県民情報プラザ

事業内容 無料職業紹介 正社員就職への支援

2 ジョブカフェブランチ事業費 1,300

県内大学にキャリア・カウンセラーを派遣し、県内就職を支援する。

3 テクノ企業ＰＲガイダンス事業費 450

県内外の技術系大学等の1～3年生を対象に企業説明会を開催する。

Ⅱ 県外における技術系人材の確保対策

1 大学生Ｕ・Ｉターン促進事業費 3,900

やまなしＵ・Ｉターン就職支援室を設置し、首都圏の技術系大学等への訪問事業を強化

する。

設置場所 東京事務所

2 ユースバンクやまなし事業費 3,600

本県出身の県外大学生等を人材バンクに登録し、就職関連情報等を提供する。

3 高校生Ｉターン促進事業費 2,300

雇用情勢の厳しい地域の工業系高校を訪問し、就職関連情報等を提供する。

Ⅲ 企業の人材育成に対する支援対策

1 ものづくり人材育成研修事業費 2,650

技術系人材の育成を支援するため、工業技術センター等において、高精度加工機等を活

用した研修会を開催する。

2 オーダーメイド型訓練事業費 1,000

産業技術短期大学校等において、企業ニーズに応じた、きめ細かな在職者訓練を実施す

る。

訓練内容 3次元ＣＡＤによる機械設計の基礎など計15コース

3 産学官労連携人材確保・育成推進会議開催費 500

新たな技術系人材育成策の在り方を検討し、施策の推進を図るため、会議を開催する。
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○ ○中部横断道沿線地域活性化構想策定事業費 3,000千円新

中部横断道の開通を見据え、沿線地域の活性化に向けた構想を策定する。

○ ○燃料電池研究開発推進事業費 59,000千円新

山梨大学が主体となって行う燃料電池研究施設の整備を支援することとし、建設場所となる

知事公舎等敷地の整地等を行う。

事業内容 建物解体 埋蔵文化財調査等

○ ○北口県有地利活用調査事業費 5,000千円新

北口県有地を高度情報エリアとして活用していく上で、高度情報エリアの在り方や施設配

置、民間施設の役割・内容等を検討するため、委託調査を実施する。

○ ○ＩＣＴ産業推進協議会開催費 940千円新

高度ＩＣＴに対応する人材の育成・確保、情報通信産業の振興などを推進するため、県内の

大学、情報通信業界、県関係機関による協議会を設置する。

○ ○情報通信関連企業立地促進費補助金 110,000千円新

情報通信産業の集積の促進と雇用の創出を図るため、県内に立地して事業を開始した情報通

信関連企業に対し助成する。

○ ○山梨みらいファンド組成事業費 1,500,000千円新

創業促進と新事業創出を図るため、基金を創設し、新たな事業の創出に対して必要な資金等

を支援する。

事業内容 開業資金助成 新製品研究開発・販路開拓助成等

実施機関 (財)やまなし産業支援機構

負担割合 県 3億円 独立行政法人中小企業基盤整備機構 12億円

○ ○やまなし建設産業活性化支援対策費 16,500千円新

建設産業の経営力強化、新分野進出等の取り組みを支援する。

1 建設業相談窓口事業費 3,721

事業内容 相談窓口の設置 中小企業診断士の派遣等

2 建設業活性化セミナー開催費 1,509

事業内容 研修会の開催

3 建設業新分野進出支援事業費補助金 10,000

事業内容 計画の策定 技術開発等

補 助 率 県1/2 事業者1/2

4 建設業新分野進出支援事業費 1,270

事業内容 外部専門家によるコンサルティング等

○ ○ヴァンフォーレ広場運営事業費 1,000千円新

中心市街地を活性化するため、ヴァンフォーレ甲府をテーマに県民が交流する広場をイベン

ト的に運営する。



5

３ 「やすらぎ・やまなし」の実現

○ ○県庁舎耐震化等整備基本計画策定費 49,000千円新

大規模災害発生時の災害対策本部機能の確保・強化などを図るため、県庁舎耐震化等整備の

基本計画を策定する。

事業内容 基本計画の策定 ＰＦＩ事業の導入可能性調査の実施

○ ○新防災拠点機能整備調査費 12,000千円新

県庁舎耐震化等整備に当たり新たな防災拠点機能の在り方を検討するため、調査を実施す

る。

○ 県有建築物耐震改修事業費 821,700千円

耐震改修促進計画に基づき、県有建築物について計画的に改修等を行う。

○ ○消防学校整備方針策定事業費 300千円新

消防学校の建て替えに向けて機能、規模などの整備方針を策定するため、調査、検討を行

う。

○ ○ウイルス性肝炎緊急対策事業費 208,000千円新

Ｂ型、Ｃ型肝炎ウイルス感染者の早期発見、重症化防止を図るため、無料検査、治療費助成

等を実施する。

負担割合 緊 急 肝 炎 ウ イ ル ス 検 査 国2/3 県1/3

肝炎患者インターフェロン治療助成 国1/2 県1/2

○ 木造住宅耐震化支援事業費補助金 81,250千円

地震に強い安全で安心なまちづくりを目指し、木造住宅の耐震診断・改修事業に対し助成す

る。

1 木造住宅耐震診断支援事業費補助金 11,250

補 助 先 市町村

補 助 率 国2/4 県1/4 市町村1/4

対象戸数 1,500戸

2 木造住宅耐震改修支援事業費補助金 50,000

補 助 先 市町村

補 助 率 一般世帯 県1/4 市町村1/4 個人2/4

○高齢者等世帯 県1/3 市町村1/3 個人1/3新

対象工事 耐震診断の総合評点0.7未満を1.0以上に改修する工事

対象戸数 150戸

3 ○木造住宅耐震性向上型改修支援事業費補助金 20,000新

補 助 先 市町村

補 助 率 県1/3 市町村1/3 個人1/3

対象工事 耐震診断の総合評点0.7未満を0.7以上1.0未満に改修する工事

対象世帯 高齢者等世帯

対象戸数 50戸
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○ 駐在所等建設費 68,000千円

県民生活の安全を確保するため、地域に密着した警察活動の拠点である駐在所を整備する。

整備箇所 敷島北駐在所(甲斐市) 上野駐在所(市川三郷町)

○ ○信号柱倒壊防止等特別対策事業費 107,000千円新

倒壊のおそれのある信号柱及び道路標識を緊急かつ集中的に更新する。

○ ○結婚支援「出会いの場創出」モデル事業費 2,300千円新

市町村結婚相談員等による結婚支援を強化するため、効果的な出会いの場を提供するモデル

事業を実施し、その成果を踏まえノウハウを提供する。

○ ○乳幼児医療費等窓口無料化事業費 2,910,000千円新

利用者の利便性の向上を図るため、医療費自己負担分の窓口無料化を実施する。

1 乳幼児医療費助成事業費補助金 768,000

補助先 市町村

対象者 入院 就学前児童

通院 5歳未満児

補助率 県1/2 市町村1/2

2 ひとり親家庭医療費助成事業費補助金 247,000

補助先 市町村

対象者 所得税非課税のひとり親家庭の父母、児童及び父母のいない児童

補助率 県1/2 市町村1/2

3 重度心身障害者医療費助成事業費補助金 1,895,000

補助先 市町村

対象者 身体障害者手帳1～3級の所持者

療育手帳Ａの所持者

精神障害者保健福祉手帳1、2級の所持者

国民年金法施行令別表1、2級相当の障害を有する者

補助率 県1/2 市町村1/2

○ ○青い鳥成人寮整備費 44,000千円新

視覚障害をもつ知的障害者の自立を支援するため、障害者支援施設の建て替えを行う。

事業内容 基本・実施設計 地質調査
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○ ○後期高齢者医療給付費負担金等事業費 7,952,000千円新

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、医療給付費等に要する費用について負担する。

1 後期高齢者医療給付費負担金 6,480,000

負 担 率 国4/12 県1/12 市町村1/12

2 後期高齢者保険基盤安定化事業費負担金 1,048,000

低所得者の保険料負担軽減のため、公費補てんに要する費用について負担する。

負 担 率 県3/4 市町村1/4

3 後期高齢者高額医療費負担金 186,000

負 担 率 国1/4 県1/4

4 後期高齢者医療財政安定化基金積立金 219,000

給付費の増加等による広域連合の財政不足を支援するため、資金の貸付・交付を行う基

金を設置する。

負担割合 国1/3 県1/3 県後期高齢者医療広域連合1/3

5 後期高齢者保健事業費補助金 19,000

後期高齢者の健康保持増進のため、健康診査等に対し助成する。

補 助 先 県後期高齢者医療広域連合

補 助 率 国1/3 県1/3 県後期高齢者医療広域連合1/3

○ ○公立病院等再編・ネットワーク化事業費 1,800千円新

地域全体で必要な医療サービスが提供される体制の確保を図るため、県内の公立病院等の再

編・ネットワーク化に向けた構想を策定する。

○ 医師確保対策事業費 299,786千円

医師不足を解消するため、医師確保に向けた総合的な取り組みを実施する。

1 医学部進学セミナー等開催事業費 400

2 医師修学資金貸与事業費 272,000

3 医学生・医師への情報提供事業費 200

4 臨床研修病院等連携事業費 2,386

5 ドクタープール(医師派遣)事業費 24,800

○ ○妊婦の安全・安心ネットワーク事業費 5,140千円新

妊婦の安全・安心をサポートするため、健康診査を行う医療機関と分娩を取り扱う病院との

機能分担、連携体制の構築を図る。

事業内容 産科相談員の設置等

○ ○助産師外来導入促進事業費 30,279千円新

産科医の負担軽減を図るため、助産師の資質向上等に取り組み、助産師外来の導入を促進す

る。

事業内容 山梨大学への寄附講座の設置等
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○ ○認定看護師養成・派遣支援事業費 1,300千円新

医療機関等における教育・研修体制の確立を図るため、県看護協会が行う認定看護師の養成

・派遣事業を支援する。

○ ○就業環境改善アドバイザー派遣事業費 1,000千円新

看護職員の指導体制や組織管理の改善を図るため、病院にアドバイザーを派遣する。

４ 「はぐくむ・やまなし」の実現

○ 私学振興費 4,021,309千円

私立学校の教育条件の維持向上、保護者負担の軽減、経営の安定化を図るため助成する。

1 私立幼稚園、小・中・高校運営費補助金 3,808,030

2 私立学校教職員共済業務補助金 42,649

3 私立幼稚園、中・高校教職員退職資金補助金 111,108

4 私立専修・各種学校運営費補助金 16,450

5 私立幼稚園障害児就園事業費補助金 18,228

6 私立高等学校授業料減免事業費補助金 18,144

補助対象事業 交通遺児等の授業料の減免

生活困窮者の授業料の減免

7 専修学校各種学校協会活動費補助金 700

8 私学協会活動費補助金 6,000

○ ○県立高等学校整備構想策定事業費 1,400千円新

普通科高校の全県一学区化、生徒減少期における学校規模の適正化等に対応し、魅力ある高

校づくりを進めるため、新たな整備構想を策定する。

○ ○峡東地域総合制高校建設事業費 91,700千円新

特色ある高校づくりを推進するため、石和高校と山梨園芸高校を統合し、総合制高校を設置

する。

建設場所 石和高校敷地内

事業内容 地質調査 基本・実施設計

○ ○小瀬スポーツ公園施設整備費 447,500千円新

県民に良好なスポーツ環境を提供するとともに、見るスポーツに対する県民ニーズに応える

ため、施設整備等を行う。

1 体育館改修費 28,800

事業内容 空調設備整備計画策定 実施設計等

2 陸上競技場電光掲示板改修費 14,000

事業内容 大型映像装置設置計画策定 実施設計等

3 陸上競技場改修費 404,700

事業内容 グラウンド改修等
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○ ○境川自転車競技場施設改修費補助金 120,000千円新

老朽化した境川自転車競技場のバンクの改修を行う。

補 助 先 (財)県体育協会

事 業 費 150,000

補 助 率 定額(県120,000)

○ ○国民文化祭費 5,800千円新

平成25年度の開催に向けて、基本構想の策定及び県内芸術文化活動の活性化等を図る。

1 基本構想検討委員会設置費 2,100

2 国民文化祭派遣事業費 714

事業内容 関係芸術文化団体の参加、視察

3 芸術文化普及・交流促進事業費補助金 850

補 助 先 県芸術文化協会

事業内容 ワークショップの開催等

補 助 率 定額(県850)

4 県民文化祭開催強化対策費 2,136

事業内容 参加部門の追加 若者向けイベントの開催

○ ○やまなし若者地域活性化プロジェクト推進事業費 2,400千円新

若者の柔軟で活力ある発想と実行力を活用し、魅力ある街づくりを推進するとともに、将来

の地域づくりを担うリーダーを育成する。

事業内容 推進委員会を設置して県内の学生等に地域活性化施策を公募

最優秀アイディアを地域活性化パイロット事業として実践

○ ○美術館開館30周年記念「ミレー館」改修事業費 124,200千円新

ミレー、バルビゾン派の作品を展示するミレー館を整備するとともに、海外の貴重な作品を

展示した企画展を行うため、必要な改修等を行う。

ミレー館オープン 21年1月5日

５ 「さわやか・やまなし」の実現

○ 富士山世界文化遺産登録推進事業費 106,000千円

将来にわたり文化的景観の保護・保全を図り、人類共通の財産として後世に残すため、富士

山の世界文化遺産登録を推進する。

事業内容 推薦書原案の作成 国際シンポジウムの開催

市町村保存管理計画策定支援等

○ ○環境やまなし創造会議開催費 2,000千円新

有識者の意見を広く聴取し、今後の環境施策の検討を行う。



10

○ ○地球温暖化対策推進事業費 9,053千円新

地球温暖化問題への取り組みを推進するとともに、条例を制定する。

1 地球温暖化対策推進計画策定費等 4,600

2 エコドライブ運動推進費 734

3 温室効果ガス排出抑制計画トライアル事業費 450

事業者による自主的な取り組みを顕彰・公表し、排出抑制を促進する。

4 温暖化対策普及啓発費等 3,269

○ ○木質バイオマス利用推進事業費 1,500千円新

環境にやさしいクリーンエネルギーの活用を図るため、木質バイオマスの利用を推進する。

事業内容 推進計画の策定 普及啓発

○ 最終処分場整備推進費 2,307,515千円

廃棄物を自県内処理するため、公共関与による廃棄物最終処分場の整備を推進する。

1 産業廃棄物処理施設整備事業費補助金 196,074

補 助 先 (財)県環境整備事業団

事 業 費 784,296

補 助 率 国1/4 県1/4 事業団2/4

2 産業廃棄物処理施設安全対策費等補助金 485,840

補 助 先 (財)県環境整備事業団

補 助 率 定額(県485,840)

3 最終処分場整備資金貸付金 1,539,000

貸 付 先 (財)県環境整備事業団

貸付利率 無利子

貸付期間 1年以内

4 推進事業費 86,601

事業内容 処分場整備検討委員会の開催 処分場候補地の概況調査等

６ 「つどう・やまなし」の実現

○ ○映像産業招致推進事業費 3,200千円新

映像産業の積極的招致を図るため、映画、テレビなどのロケ誘致・支援を一層充実する。

事業内容 ロケ地データベースの充実 営業用ＤＶＤの作成等

○ ○ワインツーリズム振興事業費補助金 2,000千円新

観光客の一層の誘致を図るため、ワイン産地を巡りながら、風景、郷土料理も楽しむワイン

ツーリズムを推進する。

補 助 先 ＮＰＯ法人等

補 助 率 県1/4 市町村1/4 事業主体2/4
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○ ○親子三世代誘客促進事業費 3,000千円新

観光客の一層の誘致を図るため、親子三世代をターゲットとしたモニターツアーを実施する

とともに、広告宣伝を行う。

○ ○やまなし観光地域経営支援事業費 2,000千円新

観光地の活性化を図るため、観光、経営などの専門的知識やノウハウを持つアドバイザーを

派遣する。

○ ○(財)やまなし観光・国際推進機構設置検討会議開催費 310千円新

民間の自由な発想を活かしつつ、観光振興事業を総合的に推進する組織の在り方などについ

て協議する。

○ ○国際観光トップセールス事業費 5,900千円新

本県を訪れる外国人旅行者の増加を図るため、東アジア地域などにおいて、トップセールス

による誘客宣伝活動を実施する。

事業内容 旅行商品の提案等

対 象 国 中国 台湾

○ ○中国観光セールス強化事業費 3,300千円新

本県を訪れる外国人旅行者の増加を図るため、中国における観光セールス、各種情報収集・

分析等を行う専門スタッフを委嘱する。

７ 「むすぶ・やまなし」の実現

○ ○地域ＩＸ構築・運営事業費 1,200千円新

安全・安心かつ高速な情報通信環境を確保するため、県内の相互通信を地域内のみで可能と

する通信システムを構築する。

○ ○携帯電話不感地域解消事業費補助金 35,000千円新

地域住民等の利便性の向上や社会経済活動の基盤整備を図るため、携帯電話の不感地域を解

消する事業に対し助成する。

補 助 先 市町村

事業内容 携帯電話の通信施設の整備

補 助 率 県7/16 市町村7/16 民間事業者2/16
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○ ○情報ハイウェイ接続事業費補助金 31,000千円新

県工業団地入居企業のＩＣＴ利用環境の向上を図るため、情報ハイウェイへの接続に対し助

成する。

補 助 率 県計画の 工業団地 県10/10

市町村計画の工業団地 県1/2 市町村1/2

○ ○富士北麓国際交流ゾーン構想連絡協議会開催費 1,400千円新

地域の特性を生かした振興を図るため、国際交流ゾーンの形成に向けた取り組みを推進す

る。

○ ○山梨県四川省連携交流推進事業費補助金 1,000千円新

四川省との産業分野における民間主導の交流を発展させるため、県産品の販路拡大事業等に

対し助成する。

補 助 先 県四川省友好県民会議

補 助 率 県1/2 事業主体1/2

○ ○ブラジル日本移民100周年記念等交流事業費 4,200千円新

ブラジル日本移民100周年記念式典へ参加するとともに、姉妹県州締結35周年を迎えるミナ

ス・ジェライス州を訪問する。
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○ 公共事業費
(単位：千円、％)

平成20年度 平成19年度
(A)/(B) (A)/(C)区 分 当初予算額

(A) 6月現計予算額(B) 9月現計予算額(C)

森 林 環 境 11,810,244 12,371,687 12,371,687 95.5 95.5

農 政 11,737,140 12,275,199 12,275,199 95.6 95.6

土 木 48,188,417 46,894,342 46,894,342 102.8 102.8

一般公共計 71,735,801 71,541,228 71,541,228 100.3 100.3

災害復旧費 2,325,743 2,049,950 2,336,935 113.5 99.5

合 計 74,061,544 73,591,178 73,878,163 100.6 100.2

○ 県単独公共事業費
(単位：千円、％)

平成20年度 平成19年度
(A)/(B) (A)/(C)区 分 当初予算額

(A) 6月現計予算額(B) 9月現計予算額(C)

森 林 環 境 1,770,373 1,832,297 1,832,297 96.6 96.6

農 政 912,000 996,000 996,000 91.6 91.6

土 木 14,602,466 18,686,948 18,686,948 78.1 78.1

企 画 135,000 － －

合 計 17,419,839 21,515,245 21,515,245 81.0 81.0


